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本日の内容・ご議論頂きたい事項

✓ アグリゲーションビジネスの発展のためには、各電力市場においてDSR・DERが如何に活用することがで

きるか、DSR・DERのポテンシャル評価を実施し、そのポテンシャルを最大限活用するための方策を検

討していくことが必要であると考えられる。

✓ そこで、第16回検討会において、DSR・DERのポテンシャル評価方法についてご議論いただいた。

第16回検討会概要

✓ 上記を受けて、現在、各所のご協力のもと、DSR・DERのポテンシャルの試算を実施している。

✓ 本検討では、関連事業者へのヒアリング、および産業向け需要家へのアンケート結果等を踏まえた試

算を行っているが、個々の需要家やアグリゲータの状況をつぶさに反映したものではなく、一定の前提

をおいた試算となっている。

✓ 本日は、暫定的な試算結果として、経過報告を行う。

本日の内容
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議題

第16回ERAB検討会の振り返り

ポテンシャル評価結果（暫定）報告

参考：ポテンシャル評価方法補足説明
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以下の定義・目的にて、ポテンシャル評価を実施することとした

前回の振り返り：ポテンシャル評価の定義と目的

出所）2021年７月1４日 第15回ERAB検討会 資料７



4Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

以下の方針でポテンシャル評価を行うこととした

前回の振り返り：ポテンシャル評価方法

論点 方針

【論点①】
ポテンシャル評価の
ターゲットとする年度

足元（2020年度）及び2030年度をターゲットとしてポテンシャル評価を行うこととした。
（足元に加え、2050年のカーボンニュートラル実現を見据えつつもその中間地点として比較的予見性が高いと考えられ
る2030年度をターゲットとしてポテンシャル評価を行う）

【論点②】
ポテンシャル評価の
対象となるリソース

我が国においては、アグリゲーション事業で活用されうるDSR・DERを対象として、過去の
類似調査や各市場でのDSR・DERの参入実績等も踏まえて対象を選定した。

【論点③】
ポテンシャル評価の
対象となる市場

我が国においては、DSR・DERが既に活用されている市場及び今後開設が予定されてい
る市場を対象とすることとした。
• 卸電力市場
• 容量市場（発動指令電源）←電源Ⅰ’から移行
• 需給調整市場

【論点④】
ポテンシャル評価の方法

ポテンシャルとして、リソースの供出可能量(以下、本資料では“リソース供出ポテンシャル”
とする)と、用途別の市場等参加可能量（上限）の両方を評価した上で、いずれか小さ
いほうを活用可能量とすることとした。

【リソース供出ポテンシャル】
生産プロセス・自家発：アンケート及びヒアリングから、事業者が想定するリソースとして利
用可能容量の原単位を把握し、それを拡大推計したもの。その他：機器等ごとに実証・
文献から原単位を設定し、普及台数等(国の目標等から設定)を乗じた推定値

【市場等参加可能量】
今後の、需給調整市場・容量市場等の商品別DSR・DERの参加可能量の推定値
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論点②：ポテンシャル評価の対象となるリソース

足元に加え予見性が高い2030年度をターゲットとして、機器ごとの主要なリソースを対象とし

てポテンシャル評価を行う（今回の報告ではまず需要家側のリソースを対象として評価を行っている）

前回の振り返り：ポテンシャル評価のターゲット年度と対象リソース

論点①：ポテンシャル評価のターゲットとする年度

出所）2021年7月14日 第16回ERAB検討会 資料７を改変

足元
（2020年度）

2030年度 2050年度

足元に加え比較的予見性が高いと考
えられる2030年度をターゲットとしてポ
テンシャル評価を行う

生産プロセスの
負荷

（業種毎推計）

空調
（その他）

自家発
（業種毎推計）

エネファーム

蓄
電
池

上下水道ポンプ

冷凍冷蔵倉庫

電動車

エコキュート

自販機

コンビニ店舗

業務用
HP給湯機

産
業

業
務

家
庭

業種固有 給湯機 空調 蓄電池 発電機

2030年に向け機器の普及が進む領域

そ
の
他

再エネアグリ

水素製造装置

系統用
蓄電池

検討会で必要に

応じて検討

業務用
コージェネ

足元の普及状況が維持されると想定する領域

機器の
普及想定

空調
（蓄熱）

• 「自販機」は規模が限定されること、「コンビニ店舗」は

空調がリソースとして重複すること、かつ、「リソース」で

はなく「業種」であることから今回は対象外とする。

• 「再エネアグリ」需要家リソースとして特性が異なること、

「水素製造装置」は2030年断面では「立ち上がり」*

の局面であることから対象外とする。

本日の

ご報告

• 系統用は一送の系

統運用に依存するこ

とから対象外とする。

*「今後の水素政策の課題と対応の方向性中間整理（案）」
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電源Ⅰ’/容量市場、卸市場、需給調整市場を対象として、「活用可能量」を推計する

前回の振り返り：ポテンシャル評価の対象とする市場と評価方法

論点③：ポテンシャル評価の対象となる市場 論点④：ポテンシャル評価の方法

出所）2021年7月14日 第16回ERAB検討会 資料７

産業プロセス
業務
：

①リソース供出
ポテンシャル

②参加
可能量
（上限）

③活用
可能量

①リソース供出ポテンシャル (前回資料では供出可能量)

生産プロセス・自家発：アンケート及びヒアリングから、事業者
が想定するリソースとして利用可能容量の原単位を把握し、そ
れを拡大推計

その他：機器等ごとに実証・文献から原単位を設定し、普及
台数等を乗じて推計

③活用可能量

①と②のうち小
さいほう

②参加可能量

今後の、需給調整市場・容量市場等
の商品別のDER参加可能量の推定値

分散型リソースの種類と価値の提供先

発電
設備

蓄電
設備

負荷
設備

系
統
直
付
け

※

ア
グ
リ
ゲ
ー
シ
ョ
ン
し
た
場
合
の
評
価

需
要
家
側
エ
ネ
ル
ギ
ー
リ
ソ
ー
ス

蓄電
設備

発電
設備

常時
活用

可

可

逆潮流

可

不可

有

無

有

無

有

無

－

－

－

－

－

－

－

対象リソース例

自家発

自家発（DR）

バックアップ用発電機

バックアップ用発電機
（DR）

蓄電池、V2H

蓄電池、V2H
（DR）

生産設備
（電解、電炉等）

共用設備
（空調、蓄熱槽、電気
給湯 等）

小規模バイオマス発電
メガソーラー+蓄電池

蓄電設備、V2G、
揚水発電

不可 －
一般的な生産ライン、
空調、照明

容量市場
卸市場

（スポット・時間前）

需給調整市場
（三次①②）
※低圧は不可

需給調整市場
（二次①②・一次）

○
※FITは不可

◎ ○

今後検討

○ ◎ ○
※揚水のみ可

○ ◎ ×
※単独リソースの逆潮流は可

※2023年度より逆潮流アグリ可（三次②）

○ ◎ ○

○ × ×

○ × ×

○ ◎ ×

○ ◎ ○

○ ◎ ○

○ ◎ ○

○ × ×

凡例） ◎：現状での活用実績あり/十分に活用可能
○：活用が期待されている
×：現時点では活用不可

コージェネレーション
＋エネファーム

約 13 GW
(現在)

家庭用蓄電池
＋EV

約 2 GW
(現在)

≪参考≫
導入実績

≪参考≫
落札実績

容量市場
（発動指令電源）

約 4 GW
（2024年度向け）

生産プロセス
＋空調

約 0.2~3 GW
(電中研調べ)

電源Ⅰ’

×

◎
※揚水のみ可

×
※単独リソースの逆潮流は可
※2022年度より逆潮流アグリ可

◎

×
※2022年度より逆潮流アグリ可

×

×
※2022年度より逆潮流アグリ可

◎

◎

◎

◎

電源Ⅰ’

約 1.3 GW
（2020年度向け）

分散型リソースの種類と価値の提供先

発電
設備

蓄電
設備

負荷
設備

系
統
直
付
け

※

ア
グ
リ
ゲ
ー
シ
ョ
ン
し
た
場
合
の
評
価

需
要
家
側
エ
ネ
ル
ギ
ー
リ
ソ
ー
ス

蓄電
設備

発電
設備

常時
活用

可

可

逆潮流

可

不可

有

無

有

無

有

無

－

－

－

－

－

－

－

対象リソース例

自家発

自家発（DR）

バックアップ用発電機

バックアップ用発電機
（DR）

蓄電池、V2H

蓄電池、V2H
（DR）

生産設備
（電解、電炉等）

共用設備
（空調、蓄熱槽、電気
給湯 等）

小規模バイオマス発電
メガソーラー+蓄電池

蓄電設備、V2G、
揚水発電

不可 －
一般的な生産ライン、
空調、照明

容量市場
卸市場

（スポット・時間前）

需給調整市場
（三次①②）
※低圧は不可

需給調整市場
（二次①②・一次）

○
※FITは不可

◎ ○

今後検討

○ ◎ ○
※揚水のみ可

○ ◎ ×
※単独リソースの逆潮流は可

※2023年度より逆潮流アグリ可（三次②）

○ ◎ ○

○ × ×

○ × ×

○ ◎ ×

○ ◎ ○

○ ◎ ○

○ ◎ ○

○ × ×

凡例） ◎：現状での活用実績あり/十分に活用可能
○：活用が期待されている
×：現時点では活用不可

コージェネレーション
＋エネファーム

約 13 GW

(現在)

家庭用蓄電池
＋EV

約 2 GW

(現在)

≪参考≫
導入実績

≪参考≫
落札実績

容量市場
（発動指令電源）

約 4 GW
（2024年度向け）

生産プロセス
＋空調

約 0.2~3 GW

(電中研調べ)

電源Ⅰ’

×

◎
※揚水のみ可

×
※単独リソースの逆潮流は可
※2022年度より逆潮流アグリ可

◎

×
※2022年度より逆潮流アグリ可

×

×
※2022年度より逆潮流アグリ可

◎

◎

◎

◎

電源Ⅰ’

約 1.3 GW
（2020年度向け）
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議題

第16回ERAB検討会の振り返り

ポテンシャル評価結果（暫定）報告

参考：ポテンシャル評価方法補足説明
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需給調整市場（三次②）

容量市場/Ⅰ´（発動指令電源）

リソース供出ポテンシャルは、①-1：産業、①-2：業務・家庭の設備別に市場別季時別にポ

テンシャルを評価する。②参加可能量は、市場別に、制度の現状を踏まえて設定する

ポテンシャル評価の概要

①リソース供出
ポテンシャル

1 石油・石炭
2 化学
3 紙・パ
4 鉄鋼
5 窯業土石
6 食料品
7 非鉄
8 その他
（発電機/負荷設備とは別途に）

1 上下水道ポンプ
2 冷凍冷蔵倉庫
3 業務用HP給湯器
4 業務用空調
5 業務用コージェネ
6 エコキュート
7 エネファーム
8 家庭用蓄電池
9 電動車

発電機

負荷設備

①-1 産業 ①-2 業務・家庭 ②市場側の
参加可能量

③活用
可能量

市場ごとにポテンシャルを推計
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発電機、負荷設備の設備容量に、

それぞれの市場特性に応じて想定する制御可能率を乗じて、リソース供出ポテンシャルとした

① リソース供出ポテンシャル推計の基本的な考え方：各市場別の推計方法

卸電力市場のリソース供出ポテンシャルの想定の考え方基本的な枠組み

市場が求める継続時間

リ
ソ
ー
ス
の
の
べ
出
力

１日目 ２日目

年間約定

価格上位

5%の価格

(約定量

ベース)

集計対象 非集計対象

高騰

約定価格

リソース供出ポテンシャルの推計対象とする卸電力市場のコマ(夜間区分)
（ある2日間のうち1日目に上位5%超の価格に高騰した場合のイメージ）

個別リソースの持続時間を踏まえた市場が求める

継続時間への対応の考え方注3

• リソース供出ポテンシャルは、各リソースの設備容量に季節別、曜日別、時間帯別

の「制御可能率」を乗じて算出した注1注2。

• リソースごとのポテンシャルを把握するために、同種のリソースをアグリゲートしたリソー

ス群が市場要件を満たす範囲で算出した。

• リソース毎のポテンシャル把握とするため、アグリゲーターが複数種のリソースを組み

合わせて市場要件に対応することは考慮していない。

• ただし、個別のリソースの持続時間が、市場が求める継続時間に満たない場合で

も、同一リソースを組み合わせることで、対応可能となるとの想定で算出した。

制御可能率

（%）

設備容量

（kW）

×

リソース供出ポテ

ンシャル（kW）

＝

※市場別、リソース別、

季節別、曜日別、時間帯別

※市場別、リソース別、

季節別、曜日別、時間帯別

※リソース別

リソース供出ポテンシャル算出

の基本的な枠組み

• 価格高騰時に卸電力市場へリソースを供出することを想定

し、季時区分におけるリソース供出ポテンシャルを算定した。

• 具体的には、年間約定価格上位5%の価格(約定量ベース)
注4以上となるコマでリソース供出がされると仮定した上で、約

定価格が上位5%以上となるコマが日中・夜間区分におい

て連続しうる最大のコマ数を市場が求める継続時間として、

各リソースがどの程度供出可能かを算出した。

注4：スポット市場の各コマを約定価格上位順に並び替え、約定量ベースで

上位5%となるコマの約定価格を抽出。なお、5%は仮定であり、 必要に応じ

て感度分析の実施を検討。

日中 夜間 日中 夜間

注1：産業部門は、季節別、時間帯別で算出

注2：需要家の行動変容は考慮していない

注3：需給調整市場については、各商品を横比較する目的で、

いずれも3時間対応する場合を想定して算出
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現行の制度・契約上、および経済性上の制約を受けない場合のポテンシャルを推計する

① リソース供出ポテンシャル推計の基本的な考え方：前提条件

◼ 前提１：同種のリソースをアグリゲートしたリソース群を推計対象とする

◼ 前提２：季節別・曜日別・時間帯別のポテンシャルを推計する

※推計結果として年間平均を算出する際は、季節別・曜日別・時間帯別のポテンシャルを、各区分のコマ数で加重平均する

⚫ 季節：夏：7・8・9月、冬：12・1・2月、中間期：上記以外

⚫ 曜日：平日、休日・祝日

⚫ 時間帯：日中：9–17時、夜間：17–9時

◼ 前提3：契約上・制度上の制約、および経済性(費用対効果)による制約は考慮しないポテンシャルを推計する
※実際には、現状は、契約・制度・経済性上の制約を受けるが、ポテンシャル把握のためにこれらの制約がない状況を仮定する

⚫ 低圧リソースも調整力市場(Ⅰ´)と需給調整市場に市場参加可能とする

⚫ 低圧リソースも調整力市場(Ⅰ´)と需給調整市場にポジアグリ(逆潮による市場参加)が可能とする

⚫ 機器点計量による市場参加が可能となり、対象リソース以外の需要変動の影響を受けず、リソースの能力で供出できるものとする

⚫ 二次①では、現状では専用線接続が想定され、アグリゲーションによる参加が困難な場合も想定されるが、他の市場と同様の条件でDSR・DER

は参加できるものとする

⚫ ポジアグリ実施に向けた契約(発電量調整供給契約)や単独BG化などの手続きができているものとする

⚫ 電力会社との契約等によって運用パターンが定められている場合でも、柔軟に運用パターンを変更できるものとする

⚫ 上げDR時の契約電力の超過は考えないものとする

◼ その他の前提

⚫ On/Off制御のリソース・機種も柔軟な供出量を提供可能とする

⚫ 制御後のリバウンドの影響はないものとする（例えば蓄電池の充電は、放電後十分な時間を空けて行われることで系統への影響を避けられるものとする）

※注：卸市場については、市場価格を基

準とした供出可能時間を設定しているため、

一部経済性が考慮されている

リソース供出ポテンシャル推計の前提条件
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【参考】 一部の制度上制約がある場合のリソース供出ポテンシャルも参考ケースとして算出した

① リソース供出ポテンシャル推計の基本的な考え方：前提条件

リソース供出ポテンシャル推計の前提条件・参考値パターン

◼ 前提１：同種のリソースをアグリゲートしたリソース群を推計対象とする

◼ 前提２：季節別・曜日別・時間帯別のポテンシャルを推計する

⚫ 季節：夏：7・8・9月、冬：12・1・2月、中間期：上記以外

⚫ 曜日：平日、休日・祝日

⚫ 時間帯：日中：9–17時、夜間：17–9時

◼ 前提3：契約上・制度上の制約、および経済性(費用対効果)による制約は考慮しない

ポテンシャルを推計する

⚫ 低圧リソースも調整力市場(Ⅰ´)と需給調整市場に市場参加可能とする

⚫ 低圧リソースも調整力市場(Ⅰ´)と需給調整市場にポジアグリ(逆潮による市場参加)

が可能とする

⚫ 機器点計量による市場参加が可能となり、対象リソース以外の需要変動の影響を受

けず、リソースの能力で供出できるものとする

⚫ 二次①では、現状では専用線接続が想定され、アグリゲーションによる参加が困難な

場合も想定されるが、他の市場と同様の条件でDSR・DERは参加できるものとする

⚫ ポジアグリ実施に向けた契約(発電量調整供給契約)や単独BG化などの手続きがで

きているものとする

⚫ 電力会社との契約等によって運用パターンが定められている場合でも、柔軟に運用パ

ターンを変更できるものとする

⚫ 上げDR時の契約電力の超過は考えないものとする

◼ その他の前提

⚫ On/Off制御のリソース・機種も柔軟な供出量を提供可能とする

⚫ 制御後のリバウンドの影響はないものとする（例えば蓄電池の充電は、放電後十分な

時間を空けて行われることで系統への影響を避けられるものとする）

◼ 参考ケースとして、現行の制度上の制約を受ける場合

を想定し、以下の条件におけるリソース供出ポテンシャル

を推計する

⚫ 低圧リソースは、調整力市場(Ⅰ´)と需給調整

市場に市場参加不可能とする

⚫ 低圧リソースは、調整力市場(Ⅰ´)と需給調整

市場にポジアグリ(逆潮による市場参加)が不可

能とする

⚫ 機器点計量による市場参加が不可能となり、

対象リソース以外の需要変動の影響を受けるも

のとする（⇔ヒアリング等から、制約を受ける場

合の試算では、リソース単位のリソース供出ポテ

ンシャルの80%が受電点としての供出量と仮定

する）

⚫ 二次①では、専用線接続の要件から、アグリ

ゲーションによる参加が困難であり、DSR・DERは

実質的に参加できないものとする

リソース供出ポテンシャル推計の前提条件・基本パターン（前頁）
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産業部門のリソース供出ポテンシャルは、エネルギー管理指定工場のアンケート調査へのご協

力のもと、2015年度に同様の調査を実施した電力中央研究所と共同で調査・分析を実施

①-1 リソース供出ポテンシャル（産業）の考え方

「ディマンドレスポンスに関する

アンケート調査」のお願い

株式会社野村総合研究所

一般財団法人電力中央研究所

主なアンケート項目

①事業所の基礎情報

• 業種

• 従業員数

• 契約電力 等

②発電機の制御可能性

• 常用発電機の保有状況

• 主要な発電機の出力

• 制御可能性（季節別・

時間帯別）

③負荷設備の制御可能性

• 主要な負荷設備

• その消費電力

• 制御可能性（同上）

アンケート実施概要

実施時期：2021年11月上旬～中旬

実施方法：郵送法

対象事業所：エネルギー管理指定工場（1種、2種）から無作為抽出

発送数/回収数：5,000発送、1,758回収（回収率＝35.2%）

回答への報酬：結果概要のフィードバック

電力需要

（kW）

需要削減率

需要増加率

（%）

年間の

電力需要量

（kWh）

リソース供出ポテ

ンシャル（kW）

※市場別、業種別、設備種別*、季節別、時間帯別

※市場別、業種別、

設備種別*、季節別、

時間帯別

※業種別 ※業種別（エネルギー消費統計調査）

＝

8,760時間

*設備種別＝発電機、負荷設備

注）容量市場/Ⅰ´、需給調整市場の場合（リソース供出ポテンシャルがkWの単位）

制御可能率

（%）

×

÷

設備容量

（kW） ×

※事業所別、設備

種別

※事業所別、設備種

別、季節別、時間帯別

産業用需要家向けに

アンケート調査を実施

産業部門のリソース供出ポテンシャルの推計方法の概要 産業用需要家向けアンケート調査概要

アンケートを含む最新のデータで足元(2020年度)を推計。

2030年度については、足元と同等と想定。
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2020年度では、容量市場/Ⅰ´（夏平日日中）には7GW程度、

需給調整市場二次以下には年間平均で2-3GW程度のポテンシャルが存在

①-1 リソース供出ポテンシャル（産業）の算出結果

容量市場/Ⅰ´ 需給調整市場

年間平均

リソース別の下げDRリソース供出ポテンシャル（2020年度時点）

0

1

2

3

4

5

6

7

8

三次①

(GW)

一次

3.0

三次②

2.7

二次① 二次②

0.1

2.2 2.2

自家発 生産プロセス

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5 3.3

卸電力市場

(TWh)

夏・平日・日中

0

1

2

3

4

5

6

7

8

6.6

(GW)

容量市場

卸電力市場

上位5%価格以上の合計

(約定価格44.05円/kWh以上)

秒単位の応動が

困難でありことか

ら一次は限定的

注1：産業に関しては、2030年度時点も横ばいと想定

注2：工場のエネルギー管理者へのアンケートに基づき推計しているため、リソース供出ポテンシャルは保守的な値となっていると考えられる（例えば、アンケートで「供出できない」と回答されている場合でも、技術的

に供出できる可能性がある）。特に生産プロセスは、供出の可能性や持続時間の制約から供出量が過少になっている可能性がある。

注3：鉄鋼産業に関しては、自家発の容量が大きくポテンシャルが大きいことが見込まれるが、アンケートのサンプリングの偏り等が顕著だったことから、容量市場の落札状況を踏まえ、鉄鋼産業の自家発のポテン

シャルを補正している。容量市場には自家発以外が含まれている可能性があるが、推計にあたっては便宜上、自家発とみなして推計した。

生産プロセスは、供出の可能性や持続

時間の制約から供出量が限定的

数値は暫定版
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【参考】 生産プロセス別詳細

①-1 リソース供出ポテンシャル（産業）の算出結果

◼アンケート結果に基づき生産プロセスの設備種別にリソースのポテンシャルを見ると、電解設備、工業炉（電気炉・

誘導炉・焼成炉）、圧延・伸線は設備あたりの消費電力が大きく、制御可能な割合（制御可能率）も大きい。

⚫ なお、需要削減可能と回答した需要家のみの制御可能量率を集計をしている

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0 5,000 10,000 15,000 20,000

電気炉・誘導炉・焼成炉(85)

制
御

可
能

率
（

%
）

（
需

要
削

減
可

の
回

答
1
件

あ
た

り
の

平
均

消
費

電
力

削
減

で
き

る
割

合
）

1台あたりの平均定格消費電力（kW）

圧延・伸線(23)
電解設備(17)

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

乾燥工程(13)

1台あたりの平均定格消費電力（kW）

製紙工程(12)

粉砕工程(67)

集塵機・ブロワ・排気ファン(29)

プレス工程(19)

気体分離設備(4)

印刷機(7)

エアコンプレッサ・気体圧縮機(51)

冷凍冷蔵(33)

プラスチック成型(10)

その他(79)

個々のリソースの

ポテンシャル大

生産プロセスの設備種別のリソースのポテンシャル

注1：カッコ内はアンケートで得られた設備のサンプル数

注2：工場のエネルギー管理者へのアンケートに基づき推計しているため、リソース供出ポテンシャルは保守的な値となっていると考えられる（例えば、アンケートで「供出できない」と回答されてい

る場合でも、技術的に供出できる可能性がある）。特に生産プロセスは、供出の可能性や持続時間の制約から供出量
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【参考】業種別のリソース供出ポテンシャル（2020年度時点）

①-1 リソース供出ポテンシャル（産業）の算出結果

容量市場/Ⅰ´ 需給調整市場

年間平均

業種別の下げDRリソース供出ポテンシャル（2020年度時点）

0

1

2

3

4

5

6

7

8

一次

0.1

(GW)

三次①二次① 三次②二次②

2.2 2.2
2.7

3.0

紙・パ石油・石炭 窯業土石 食料品化学 鉄鋼 非鉄 その他

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

(TWh)

3.3

卸電力市場

夏・平日・日中

0

1

2

3

4

5

6

7

8

(GW)

容量市場

6.6

卸電力市場

上位5%価格以上の合計

(約定価格44.05円/kWh以上)

注1：産業に関しては、2030年度時点も横ばいと想定

注2：工場のエネルギー管理者へのアンケートに基づき推計しているため、リソース供出ポテンシャルは保守的な値となっていると考えられる（例えば、アンケートで「供出できない」と回答さ

れている場合でも、技術的に供出できる可能性がある）。特に生産プロセスは、供出の可能性や持続時間の制約から供出量が過少になっている可能性がある。

注3：鉄鋼産業に関しては、自家発の容量が大きくポテンシャルが大きいことが見込まれるが、アンケートのサンプリングの偏り等が顕著だったことから、容量市場の落札状況を踏まえ、鉄

鋼産業の自家発のポテンシャルを補正している。容量市場には自家発以外が含まれている可能性があるが、推計にあたっては便宜上、自家発とみなして推計した。

数値は暫定版
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業務・家庭部門は、延べ定格出力or定格消費電力×制御可能率から、

リソース供出ポテンシャルを算出

①-2 リソース供出ポテンシャル（業務・家庭）の考え方

延べ定格出力,

定格消費電力

（kW）

制御可能率

（%）

リソース供出

ポテンシャル

（kW）

※市場別、リソース別、季節別、曜日別、時間帯別

※市場別、リソース別、

季節別、曜日別、

時間帯別

※リソース別

＝

×

業務・家庭部門のリソース供出ポテンシャルの推計方法の概要

運用パターンに応じた制御可能分のイメージ
※制御可能分と市場要件(応動時間、継続時間)から制御可能率を算出

足元(2020年度)・2030年度について設定
※統計や事業者提供値などから推計

（例：1台あたりの消費電力×普及台数）

リソースごとに運用パターンを設定し、その運

用パターンに対するリソース特性に応じた制御

可能分と市場要件(応動時間、継続時間)

を踏まえて、制御可能率を設定
※運用パターンは、実証成果分析、事業者ヒアリング、

および文献調査の結果から設定。

需要家の行動変容は考慮しない。

業務用コジェネなどの

発電系リソースは、現

状の発電量(kW)を上

げDRに、発電余力

(kW)を下げDRに供出

可能と想定

エコキュートのような消

費系リソースは、沸き

揚げ時間を変更するこ

とで、上げDR・下げDR

の供出が可能と想定

※実際のエコキュートの計

算は、湯切れなども考慮す

るため、左記のイメージとは

異なる
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【参考】家庭用蓄電池の算出イメージ

①-2 リソース供出ポテンシャル（業務・家庭）の考え方

延べ定格出力,

定格消費電力

（kW）

制御可能率

（%）

リソース供出

ポテンシャル

（kW）

※代表的なメーカーの

平均値を設定
×

家庭用蓄電池のリソース供出ポテンシャルの推計方法の概要

普及台数

1台あたりの

出力

（kW）
×

＝

※足元(2020年度)・2030年度ともに、

エネ庁「定置用蓄電システム

普及拡大検討会」を参照

※市場別、季節別、

曜日別、時間帯別

※市場別、季節別、曜日別、時間帯別

• 通常日中向けに使用している蓄電池を想定

• 下げDRについては、日中はBCP向け確保充電量以外で使用しない充

電量を下げDRとして供出可能と想定。夜間はBCP向け確保充電量以

外の全ての充電量を下げDRとして供出可能と想定。
※日中の使用と下げDRのタイミングは重ならないと仮定

• 上げDRについては、日中使用する充電量の50%を上げDRとして供出

可能と想定

• 上記は全て実行容量(放電深度と変換効率を考慮)を前提とする

実証成果分析、事業者ヒアリング、および文

献調査の結果を踏まえて、右記運用パター

ンの制御可能分から設定
※蓄電池の場合、出力は一定のものの、

時間帯によってDRに供出可能な充電量が変化し、

持続時間が変化するものとして計算

家庭用蓄電池の運用パターンに応じた制御可能分のイメージ
※制御可能分と市場要件(応動時間、継続時間)から制御可能率を算出
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2020年度では、容量市場/Ⅰ´（夏平日日中）には5GW程度、

需給調整市場二次以下には年間平均で8GW程度のポテンシャルが存在

①-2 リソース供出ポテンシャル（業務・家庭）の算出結果

容量市場/Ⅰ´ 需給調整市場

年間平均

リソース別の下げDRリソース供出ポテンシャル（2020年度時点）
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8.1

三次②一次 三次①

(GW)

二次① 二次②

1.7

8.1 8.1 8.1

上水道ポンプ

業務用空調(蓄熱槽分)

業務用HP給湯器

冷凍冷蔵倉庫

業務用空調(熱源機分)

業務用コージェネ

業務用蓄電池

エコキュート

エネファーム

電動車

家庭用蓄電池

6

0

4

1

2

3

5

7

(TWh)

卸電力市場

2.3

夏・平日・日中

0

5

10

15

20

25

4.6

(GW)

容量市場

卸電力市場

上位5%価格以上の合計

(約定価格44.05円/kWh以上)

[注] 実際には、現状は、契約・制度・経済性上の制約(例:低圧リソースは制度・経済性の要因などから市場参加が困難等)を受けるが、ポテンシャル把握のためにこれらの制約がない状況を仮定する。

需給調整市場については、各商品を横比較する目的で、いずれも3時間対応する場合を想定して算出した。

容量市場の発動が

ありうる夏・平日・日

中に限っている分、

年間平均に比べて

小さくなっている

業務用コージェネや

エコキュートは夜間の

供出量が多いため、

年間平均は容量市

場よりも大きくなる

数値は暫定版
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2030年度では、家庭用DSR・DERのリソース供出ポテンシャルが大きく上昇し、容量市場/Ⅰ´

(夏平日日中)には10GW程度、需給調整市場二次以下には年間平均で24GW程度となる

①-2 リソース供出ポテンシャル（業務・家庭）の算出結果

容量市場/Ⅰ´ 需給調整市場

年間平均

リソース別の下げDRリソース供出ポテンシャル（2030年度時点）
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家庭用蓄電池業務用HP給湯器 業務用空調(熱源機分)

業務用空調(蓄熱槽分) 電動車業務用コージェネ

業務用蓄電池

エコキュート

エネファーム
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卸電力市場

6.2

夏・平日・日中
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容量市場

9.6

(GW)

卸電力市場

上位5%価格以上の合計

(約定価格44.05円/kWh以上)

数値は暫定版

容量市場の発動が

ありうる夏・平日・日

中に限っている分、

年間平均に比べて

小さくなっている

業務用コージェネやエコキュートは夜間の供

出量が多いため、年間平均は容量市場

よりも大きくなる

[注] 実際には、現状は、契約・制度・経済性上の制約(例:低圧リソースは制度・経済性の要因などから市場参加が困難等)を受けるが、ポテンシャル把握のためにこれらの制約がない状況を仮定する。

需給調整市場については、各商品を横比較する目的で、いずれも3時間対応する場合を想定して算出した。
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【参考】 2020年度では、容量市場/Ⅰ´（夏平日日中）には11GW程度、

需給調整市場二次以下には年間平均で10-11GW程度のポテンシャルが存在

①-1・①-2 リソース供出ポテンシャル（産業+業務・家庭）の算出結果

容量市場/Ⅰ´ 需給調整市場

年間平均

産業/業務・家庭別の夏・平日・日中の下げDRリソース供出ポテンシャル（2020年度時点）
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11.2

Ⅰ’

卸電力市場

上位5%価格以上の合計

(約定価格44.05円/kWh以上)

注1： 実際には、現状は、契約・制度・経済性上の制約(例:低圧リソースは制度・経済性の要因などから市場参加が困難等)を受けるが、ポテンシャル把握のためにこれらの制約がない状況を仮定する。

需給調整市場については、各商品を横比較する目的で、いずれも3時間対応する場合を想定して算出した。便宜的に、電動車は全て「家庭」に集計した。

注2：産業について、工場のエネルギー管理者へのアンケートに基づき推計しているため、リソース供出ポテンシャルは保守的な値となっていると考えられる（例えば、アンケートで「供出できない」と回答されている場

合でも、技術的に供出できる可能性がある）。特に生産プロセスは、供出の可能性や持続時間の制約から供出量が過少になっている可能性がある。

注3：鉄鋼産業について、自家発の容量が大きくポテンシャルが大きいことが見込まれるが、アンケートのサンプリングの偏り等が顕著だったことから、容量市場の落札状況を踏まえ、鉄鋼産業の自家発のポテンシャ

ルを補正している。容量市場には自家発以外が含まれている可能性があるが、推計にあたっては便宜上、自家発とみなして推計した。

数値は暫定版
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【参考】 2030年度では、家庭部門のリソース供出ポテンシャルが大きく上昇し、容量市場は

16GW程度、需給調整市場二次以下には年間平均で26-27GW程度のポテンシャルとなる

①-1・①-2 リソース供出ポテンシャル（産業+業務・家庭）の算出結果

容量市場/Ⅰ´ 需給調整市場

年間平均

産業/業務・家庭別の夏・平日・日中の下げDRリソース供出ポテンシャル（2030年度時点）
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26.3 26.8

家庭産業 業務

0

2

4

6

8

10

(TWh)

卸電力市場

9.5

夏・平日・日中
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容量市場

16.2

卸電力市場

上位5%価格以上の合計

(約定価格44.05円/kWh以上)

注1： 実際には、現状は、契約・制度・経済性上の制約(例:低圧リソースは制度・経済性の要因などから市場参加が困難等)を受けるが、ポテンシャル把握のためにこれらの制約がない状況を仮定する。

需給調整市場については、各商品を横比較する目的で、いずれも3時間対応する場合を想定して算出した。便宜的に、電動車は全て「家庭」に集計した。

注2：産業について、工場のエネルギー管理者へのアンケートに基づき推計しているため、リソース供出ポテンシャルは保守的な値となっていると考えられる（例えば、アンケートで「供出できない」と回答されている場

合でも、技術的に供出できる可能性がある）。特に生産プロセスは、供出の可能性や持続時間の制約から供出量が過少になっている可能性がある。

注3：鉄鋼産業について、自家発の容量が大きくポテンシャルが大きいことが見込まれるが、アンケートのサンプリングの偏り等が顕著だったことから、容量市場の落札状況を踏まえ、鉄鋼産業の自家発のポテンシャ

ルを補正している。容量市場には自家発以外が含まれている可能性があるが、推計にあたっては便宜上、自家発とみなして推計した。

数値は暫定版
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【参考】 現行制度上の制約を受ける場合

①-1・①-2 リソース供出ポテンシャル（産業+業務・家庭）の算出結果

容量市場/Ⅰ´ 需給調整市場

年間平均

産業/業務・家庭別の夏・平日・日中の下げDRリソース供出ポテンシャル（2020年度時点）:制度制約を受ける場合
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三次②三次①

夏・平日・日中

卸電力市場

上位5%価格以上の合計

(約定価格44.05円/kWh以上)

注）現行制度上の制約を受け、低圧リソースが調整力市場(Ⅰ´)と需給調整市場に参加不可、機器点計測不可に伴い拠出可能量が減、二次①に実質参加不可とした場合

※カッコ内は市場制約を受けない場合の数字
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整力市場(Ⅰ´) 参加

不可のため減少
二次①にDSR・

DERは実質参加

不可のため減少

産業・業務は機器点計測不可、

家庭は需給調整市場参加不可

のため減少

産業・業務・家庭は

機器点計測不可のた

め減少

数値は暫定版

産業(制約分) 業務(制約分) 産業家庭(制約分) 業務 家庭

注1： 需給調整市場については、各商品を横比較する目的で、いずれも3時間対応する場合を想定して算出した。

便宜的に、業務には低圧リソースはないものとし、電動車は全て「家庭」に集計した。

注2：産業について、工場のエネルギー管理者へのアンケートに基づき推計しているため、リソース供出ポテンシャルは保守的な値となっていると考えられる（例えば、アンケートで「供出できない」と回答されている場

合でも、技術的に供出できる可能性がある）。特に生産プロセスは、供出の可能性や持続時間の制約から供出量が過少になっている可能性がある。

注3：鉄鋼産業について、自家発の容量が大きくポテンシャルが大きいことが見込まれるが、アンケートのサンプリングの偏り等が顕著だったことから、容量市場の落札状況を踏まえ、鉄鋼産業の自家発のポテンシャ

ルを補正している。容量市場には自家発以外が含まれている可能性があるが、推計にあたっては便宜上、自家発とみなして推計した。
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【参考】 現行制度上の制約を受ける場合

①-1・①-2 リソース供出ポテンシャル（産業+業務・家庭）の算出結果

容量市場/Ⅰ´ 需給調整市場

年間平均

産業/業務・家庭別の夏・平日・日中の下げDRリソース供出ポテンシャル（2030年度時点）:制度制約を受ける場合
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家庭(制約分)
家庭(制約分)

三次②

産業(制約分)

夏・平日・日中

卸電力市場

上位5%価格以上の合計

(約定価格44.05円/kWh以上)

注）現行制度上の制約を受け、低圧リソースが需給調整市場に参加不可、機器点計測不可に伴い拠出可能量が減、二次①に実質参加不可とした場合

※カッコ内は市場制約を受けない場合の数字
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数値は暫定版

業務家庭(制約分)産業(制約分) 業務(制約分) 産業 家庭
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注1： 需給調整市場については、各商品を横比較する目的で、いずれも3時間対応する場合を想定して算出した。

便宜的に、業務には低圧リソースはないものとし、電動車は全て「家庭」に集計した。

注2：産業について、工場のエネルギー管理者へのアンケートに基づき推計しているため、リソース供出ポテンシャルは保守的な値となっていると考えられる（例えば、アンケートで「供出できない」と回答されている場

合でも、技術的に供出できる可能性がある）。特に生産プロセスは、供出の可能性や持続時間の制約から供出量が過少になっている可能性がある。

注3：鉄鋼産業について、自家発の容量が大きくポテンシャルが大きいことが見込まれるが、アンケートのサンプリングの偏り等が顕著だったことから、容量市場の落札状況を踏まえ、鉄鋼産業の自家発のポテンシャ

ルを補正している。容量市場には自家発以外が含まれている可能性があるが、推計にあたっては便宜上、自家発とみなして推計した。
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参加可能量は、基本的に現状の制度・運用方法が維持される前提で試算を行った

②参加可能量の考え方

現状 2030年度

総量 分散リソースシェア上限 総量 分散リソースシェア上限

容量市場/電源Ⅰ´
• 2020年度向け電源Ⅰ´落札
容量

(上限値の設定ではなく
2020年度向け電源Ⅰ´落
札容量・DR分を分散リソー

スシェアとみなす）

• 「2024年度向け約定量実績値」×「供
給計画(2021年度)における2020年か
ら2030年の最大電力需要変化率」で
算出

• 25年度向けの上限
(4%)が維持された場
合を想定

需給調整
市場

一次 (市場開始前)
(オフライン枠が対象と想定し
初年度シェア上限値

=容量市場相当とする)

• 「2020年度想定必要量」×「供給計画
(2021年度)における2020年から2030
年の最大電力需要変化率」で算出
※再エネ増により需要量に対する必要量が増加す
る可能性も想定されるが、簡単のため、当該比率
は一定で想定

• 初年度向けの上限が維
持された場合を想定

二次① (市場開始前)
(現状、シェア上限値設定

の方針なし） • 「2020年度想定必要量」×「供給計画
(2021年度)における2020年から2030
年の最大電力需要変化率」で算出
※需要量に対する必要量の比率が変化する可能
性が想定されるが、簡単のため、当該比率は一定
で想定

• 上限なし二次② (市場開始前)
(現状、シェア上限値設定

の方針なし）

三次① (市場開始前)
(現状、シェア上限値設定

の方針なし）

三次②

• 2021年度募集量年平均・実績
推定値
※4~10月分は実績値(確報値)。
11~3月分は4～10月の実績値と必
要量テーブルを基にした推計値

(現状、シェア上限値設定
の方針なし）

• 2021年度実績から横ばいと仮定
※FIT電源の増加や予測精度の向上などで増減
が想定されるが、簡単のため横ばいで想定

• 上限なし

卸電力市場
• JEPXの約定総量(2020年度)
のうち、約定量ベースの約定価
格上位5%の約定総量

• 上限なし
• 2020年度実績から横ばいと仮定
※電力量需要増やJEPXの活用比率の向上等で
増加が想定されうるが、簡単のため横ばいで想定

• 上限なし

②市場側の参加可能量：算出方法
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2030年度時点での各市場の参加可能量の想定量は以下の通りとなった

②参加可能量の算出結果

現状 2030年度

参考値
総量

分散リソース
シェア上限

参加可能量 総量
分散リソース
シェア上限

参加可能量

容量市場
/Ⅰ´

4,265MW
(1,289MW
=約30%)

※上限値ではなく実績値

1,289MW 165,382MW 4% 6,615MW
• 24年度向け約定量（20年度入札）: 

167,692 MW
• 25年度向けシェア上限値：4%

需給
調整
市場

一次 - - -
3,214MW

(複合約定考慮時
：1,856MW)

4%

オフライン枠
129MW

(複合約定考慮時
：74MW)

• 20年度想定必要量(複合約定非考慮
時)：3,264MW

• 初年度シェア上限値：容量市場相当
(=4%)

二次
①

- - -
3,034MW
(複合約定考慮
：1,753MW)

-
3,034MW
(複合約定考慮
：1,753MW)

• 20年度想定必要量(複合約定非考慮
時)：3,082MW

二次
②

- - -
3,803MW
(複合約定考慮
：2,196MW)

-
3,803MW
(複合約定考慮
：2,196MW)

• 20年度想定必要量(複合約定非考慮
時)：3,861MW

三次
①

- - -
8,946MW
(複合約定考慮
：5,176MW)

-
8,946MW
(複合約定考慮
：5,176MW)

• 20年度想定必要量(複合約定非考慮
時)：9,089MW

三次
②

3,002MW
(年平均値)

- 3,002MW
3,002MW
(年平均値)

- 3,002MW
• 21年度 日中(9-18時)のみの場合:
平均 6,370MW

卸電力市場 16TWh/年 - 16TWh/年 16TWh/年 - 16TWh/年 • 年間約定量：313TWh/年

数値は暫定版
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2020年度時点では、参入可能な市場が限定的であり、活用可能量も限られている

③活用可能量の推計結果（暫定版）

容量市場/Ⅰ´

夏・平日・日中

需給調整市場

年間平均

卸電力市場

上位5%価格以上の合計

③活用可能量（2020年度時点）
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【凡例】 ①：リソース供出ポテンシャル、②：参加可能量、③：活用可能量
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数値は暫定版

注1： 実際には、現状は、契約・制度・経済性上の制約(例:低圧リソースは制度・経済性の要因などから市場参加が困難等)を受けるが、ポテンシャル把握のためにこれらの制約がない状況を仮定する。

需給調整市場については、各商品を横比較する目的で、いずれも3時間対応する場合を想定して算出した。

便宜的に、業務には低圧リソースはないものとし、電動車は全て「家庭」に集計した。

注2：産業について、工場のエネルギー管理者へのアンケートに基づき推計しているため、リソース供出ポテンシャルは保守的な値となっていると考えられる（例えば、アンケートで「供出できない」と回答されている

場合でも、技術的に供出できる可能性がある）。特に生産プロセスは、供出の可能性や持続時間の制約から供出量が過少になっている可能性がある。

注3：鉄鋼産業について、自家発の容量が大きくポテンシャルが大きいことが見込まれるが、アンケートのサンプリングの偏り等が顕著だったことから、容量市場の落札状況を踏まえ、鉄鋼産業の自家発のポテ

ンシャルを補正している。容量市場には自家発以外が含まれている可能性があるが、推計にあたっては便宜上、自家発とみなして推計した。

点線は、現時点で一次～三次①市場も開設されている

とした場合の想定容量を表す

点線は、2020年度時点
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2030年度には参入可能量が増加することで活用可能量も増えるが、市場要件の緩和や

柔軟な調達が行われることで、DER・DSRのポテンシャルを引き出せる可能性がある

③活用可能量の推計結果（暫定版）

容量市場/Ⅰ´

夏・平日・日中

需給調整市場

年間平均

卸電力市場

上位5%価格以上の合計

③活用可能量（2030年度時点）
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注1： 実際には、現状は、契約・制度・経済性上の制約(例:低圧リソースは制度・経済性の要因などから市場参加が困難等)を受けるが、ポテンシャル把握のためにこれらの制約がない状況を仮定する。

需給調整市場については、各商品を横比較する目的で、いずれも3時間対応する場合を想定して算出した。

便宜的に、業務には低圧リソースはないものとし、電動車は全て「家庭」に集計した。

注2：産業について、工場のエネルギー管理者へのアンケートに基づき推計しているため、リソース供出ポテンシャルは保守的な値となっていると考えられる（例えば、アンケートで「供出できない」と回答されている

場合でも、技術的に供出できる可能性がある）。特に生産プロセスは、供出の可能性や持続時間の制約から供出量が過少になっている可能性がある。

注3：鉄鋼産業について、自家発の容量が大きくポテンシャルが大きいことが見込まれるが、アンケートのサンプリングの偏り等が顕著だったことから、容量市場の落札状況を踏まえ、鉄鋼産業の自家発のポテ

ンシャルを補正している。容量市場には自家発以外が含まれている可能性があるが、推計にあたっては便宜上、自家発とみなして推計した。

数値は暫定版
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【参考】 現行制度上（①リソース側）の制約を受ける場合

③活用可能量の推計結果（暫定版）

注）現行制度上の制約を受け、低圧リソースが調整力市場(Ⅰ´)と需給調整市場に参加不可、機器点計測不可に伴い拠出可能量が減、二次①に実質参加不可とした場合

容量市場/Ⅰ´

夏・平日・日中

需給調整市場

年間平均

卸電力市場

上位5%価格以上の合計

③活用可能量（2020年度時点） 【凡例】 ①：リソース供出ポテンシャル、②：参加可能量、③：活用可能量
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便宜的に、業務には低圧リソースはないものとし、電動車は全て「家庭」に集計した。

注2：産業について、工場のエネルギー管理者へのアンケートに基づき推計しているため、リソース供出ポテンシャルは保守的な値となっていると考えられる（例えば、アンケートで「供出できない」と回答されている

場合でも、技術的に供出できる可能性がある）。特に生産プロセスは、供出の可能性や持続時間の制約から供出量が過少になっている可能性がある。

注3：鉄鋼産業について、自家発の容量が大きくポテンシャルが大きいことが見込まれるが、アンケートのサンプリングの偏り等が顕著だったことから、容量市場の落札状況を踏まえ、鉄鋼産業の自家発のポテ

ンシャルを補正している。容量市場には自家発以外が含まれている可能性があるが、推計にあたっては便宜上、自家発とみなして推計した。

0

5

10

15

20

25

30

業務

産業

②②① ③

業務

産業(制約分)

家庭(制約分)

業務(制約分)

①

家庭(制約分)

③

産業

業務

①②

業務(制約分)

②

家庭(制約分)

産業(制約分)

③

産業(制約分)

業務(制約分)

産業(制約分)

家庭(制約分)

産業(制約分)

業務(制約分)
業務(制約分)

③

(GW)

産業

家庭(制約分)

業務

産業

① ② ③①

点線は、現時点で一次～三次①市場も開設されている

とした場合の想定容量を表す

8.2

6.6 6.6 0.4

0.1 0.1

3.0

0.0

0.0

3.8 3.8

4.5 4.9 5.2

8.9

4.9
3.0 3.0

16.0

4.5

4.5

数値は暫定版



29Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

0

5

10

15

20

25

30

産業(制約分)

産業(制約分)

家庭(制約分)

業務(制約分)

業務(制約分)

家庭(制約分) 産業

①

産業 業務

③

家庭(制約分)

②③

業務

産業(制約分)産業(制約分)
業務(制約分)

②

業務

①③

業務(制約分)

②① ③

産業(制約分)

業務(制約分)

①

(GW)

②

家庭(制約分)

産業 産業

業務

① ② ③

家庭(制約分)

【参考】 現行制度上（①リソース側）の制約を受ける場合

③活用可能量の推計結果（暫定版）

注）現行制度上の制約を受け、低圧リソースが需給調整市場に参加不可、機器点計測不可に伴い拠出可能量が減、二次①に実質参加不可とした場合

③活用可能量（2030年度時点） 【凡例】 ①：リソース供出ポテンシャル、②：参加可能量、③：活用可能量
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場合でも、技術的に供出できる可能性がある）。特に生産プロセスは、供出の可能性や持続時間の制約から供出量が過少になっている可能性がある。

注3：鉄鋼産業について、自家発の容量が大きくポテンシャルが大きいことが見込まれるが、アンケートのサンプリングの偏り等が顕著だったことから、容量市場の落札状況を踏まえ、鉄鋼産業の自家発のポテ

ンシャルを補正している。容量市場には自家発以外が含まれている可能性があるが、推計にあたっては便宜上、自家発とみなして推計した。
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議題

第16回ERAB検討会の振り返り

ポテンシャル評価結果（暫定）報告

参考：ポテンシャル評価方法補足説明
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電力中央研究所の協力のもと、以下の方法で推計を実施

ポテンシャル評価方法補足説明
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リソースごとの運用パターンと運用パターンに対する制御可能分の考え方

ポテンシャル評価方法補足説明

リソース 運用パターンと運用パターンに対する制御可能分の考え方

業務用

コージェネ

• 事務所に導入されている業務用コージェネの運用パターンを想定し、現状の発電量(kW)を上げDRに、発電余力(kW)

を下げDRとして供出が可能と想定

エネファーム
• 消費電力に合わせた発電をする運用パターンを想定し、消費電力から定格出力まで稼働することで下げDRを、稼働

を停止することで上げDRの供出が可能と想定

上下水道

ポンプ

• 定期的に配水池に水を溜める運用パターンを想定し、配水池に水を溜めための取水・送水ポンプの稼働分を、日中ま

たは夜間に変更することで、上げDR・下げDRの供出が可能と想定

冷凍冷蔵倉

庫

• 負荷追従型と過冷却型の運用パターンを想定
• 負荷追従型は、稼働停止による下げDRのみ供出が可能と想定
• 過冷却型は、夜間に冷却、日中は待機の運用パターンを変更することで、夜間に下げDR、日中に上げDRの供出が

可能と想定

業務用HP

給湯器

• 夜間に沸き揚げ、日中は停止の運用パターンを想定し、沸き揚げ時間を変更することで、夜間に下げDR、日中に上

げDRの供出が可能と想定
• ただし、湯切れしないように運用パターンを変更するものとする

業務用空調

(蓄熱槽分)

• 蓄熱槽の余裕分を放熱し、稼働している熱源機を停止させることで下げDRの供出が可能と想定
• なお、蓄熱槽分による上げDRは業務用空調(熱源機分)の上げDRに含めている

業務用空調

(熱源機分)

• 平日日中（使用時間帯とする）にのみ稼働している運用パターンを想定
• 使用時間帯は稼働停止による下げDR、非使用時間帯は稼働による上げDRの供出が可能と想定
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リソースごとの運用パターンと運用パターンに対する制御可能分の考え方

ポテンシャル評価方法補足説明

リソース 運用パターンと運用パターンに対する制御可能分の考え方

業務用蓄電

池

• ピークカット向けに使用している業務用蓄電池の運転パターンを想定し、日中はピークカットに使用しない充電量(kWh)

を下げDRとして供出可能と想定。夜間は全ての充電量を下げDRとして供出可能と想定
• 上げDRについては、日中はピークカットに使用する充電量の半分を上げDRとして供出可能と想定。夜間は充電可能

量を上げDRとして供出可能と想定
• ただし、どちらもBCP向けなどで一定の充電量は使用できないものと想定

エコキュート

• 通常のエコキュートは夜間電力を最大限利用する運転パターンを、卒FIT家庭のエコキュートは自家消費最大化の運転

パターンを想定し、沸き揚げ時間を変更することで、上げDR・下げDRの供出が可能と想定
• ただし、湯切れしないように運用パターンを変更するものとする

電動車

• 充電器については、充電時間を変更することにより上げDR・下げDRに供出可能と想定
• 充放電器の下げDRについては、走行分に確保しておく充電量以外を下げDRに供出可能と想定
• 充放電器の上げDRについては、走行分に確保しておく充電量を上げDRに供出可能と想定

※上げ下げDRともに、EVPSへの非接続分はリソース供出ポテンシャル(kW)から減じる

家庭用蓄電

池

• 夜間電力を最大限使用する家庭用蓄電池の運転パターンを想定し、日中はピークカットに使用しない充電量(kWh)

を下げDRとして供出可能と想定。夜間は全ての充電量を下げDRとして供出可能と想定
• 上げDRについては、日中はピークカットに使用する充電量の半分を上げDRとして供出可能と想定。夜間は充電可能

量を上げDRとして供出可能と想定
• ただし、どちらもBCP向けなどで一定の充電量は使用できないものと想定
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【参考】 需給調整市場一次、二次①、二次②、三次①の推計方法

ポテンシャル評価方法補足説明

◼ 不等時性を考慮した複合約定を導入する場合と、導入しない場合のそれぞれについて算出した

◼ 不等時性を考慮した複合約定を導入する場合については、一次から三次①まで同比率で必要量が低減するとして、各商品の必要

量を算出した

出所）OCCTO、2021年9月7日、「複合約定ロジック等に関する評価について」

第36回調整力の細分化及び広域調達

の技術的検討に関する作業会 資料3
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【参考】 需給調整市場三次②の推計方法

ポテンシャル評価方法補足説明

◼ 三次②の募集量は、日中とそれ以外の時間帯で調達量が大きく異なる。年平均に加えて、特に調達量が大きい日中3ブロック

（ 9~12時、12～15時、15～18時）の値を参考で求めた

◼ 2021年度において4月～10月については実績値(確報値)とし、11～3月については、三次②必要量テーブルにおける月ごとの必要量

(全国平均)を基に推計した

⚫ 11～3月各月の実績推定値 = （三次②募集量実績値の4～10月合計値）/ （三次②必要量テーブル全予測出力帯・全国合計値の4～10

月合計値）× （11～3月各月の三次②必要量テーブル全予測出力帯・全国合計値）とした

⚫ 必要量テーブルは、送配電網協議会が公表する2021/12/01更新分を利用
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出所）送配電協議網データよりNRI推計

実績値(確報値） 推計値
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【参考】 卸電力市場の推計方法

ポテンシャル評価方法補足説明

◼ スポット市場の各コマを約定価格上位順に並び替え、約定量ベースで上位5%となるコマの約定価格を抽出した

◼ 季節・曜日・時間区分ごとに、価格高騰した日（区分）のみを対象に、平均価格高騰発生時間数を算出した

⚫ 価格高騰した日（区分）のみを対象としていることに注意

◼ 季節別曜日別時間別の平均価格高騰発生時間数とリソースの持続時間の短い方を、卸電力市場への供出時間とする

⚫ 卸電力市場へのリソース供出ポテンシャル（kWh）=リソース供出ポテンシャル（kW）×min（平均価格高騰発生時間, リソースの持続時間）

◼ 季節別曜日別時間別の年間区分数を踏まえて、季節別曜日別時間別の卸電力市場リソース供出ポテンシャル(kWh)を合計するこ

とで、年間卸電力市場リソース供出ポテンシャル(kWh)を算出する

夏・平日・日中 夏・平日・夜間 夏・平日・日中 夏・平日・夜間

１日目 ２日目

年間約定

価格上位

5%

集計対象 非集計対象
価格高騰平均発生時間の算出方法

① 季節別曜日別時間別に、価格高騰した日（区分）のみを対

象に、平均価格高騰発生時間数を算出

（左記の場合、1日目のみ集計対象となり、１日目夜間16時

間のうち価格高騰発生時間数は5時間となる）

卸電力市場リソース供出ポテンシャル(kWh)の算出方法

② 季節別曜日別時間別の卸電力市場リソース供出ポテンシャル

(kWh) = 

季節別曜日別時間別のリソース供出ポテンシャル(kW)

×min(季節別曜日別時間別の持続時間, 季節別曜日別時間

別の平均価格高騰発生時間)

③ 卸電力市場リソース供出ポテンシャル(kWh)=

Σ 季節別曜日別時間別リソース供出ポテンシャル(kWh)

×季節別曜日別時間別価格高騰した日数(区分数)

5h高騰

スポット市場へのリソース供出ポテンシャルの算出方法

約定価格

時間




